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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　海相を形成する連続相と島相を形成する独立相からなる海島構造を有し、前記島相内部
に形成された微細発泡セルを有する微細発泡成形体の製造方法であって、
　前記海相を形成する樹脂（Ａ）がポリカーボネートを含有し、
　前記島相を形成する樹脂（Ｂ）が、結晶性樹脂であり、当該結晶性樹脂が結晶性ポリエ
ステル、結晶性ポリオレフィン及び結晶性ポリアミドから選択される少なくとも一種であ
り、
　前記海相を形成する樹脂（Ａ）のポリカーボネートの含有量を１００質量部としたとき
、前記島相を形成する樹脂（Ｂ）を１０～６０質量部の範囲内で含有し、
　少なくとも下記工程（１）～（４）を経て形成することを特徴とする微細発泡成形体の
製造方法。
（１）前記海相を形成する樹脂（Ａ）と前記島相を形成する樹脂（Ｂ）とを混練して海島
構造の樹脂組成物を作製する工程
（２）前記樹脂組成物を、射出成形機内で溶融・混練して、前記海相を形成する樹脂（Ａ
）中に前記島相を形成する樹脂（Ｂ）を個数平均粒径１０μｍ以下の粒子状物として分散
する工程
（３）溶融状態の当該樹脂組成物中に超臨界ガスを注入する工程
（４）前記超臨界ガスが注入された前記樹脂組成物を射出成形することにより、成形体内
の島相内部に微細発泡セルを形成する工程
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【請求項２】
　前記島相を形成する樹脂（Ｂ）が、結晶性ポリエステルを含有することを特徴とする請
求項１に記載の微細発泡成形体の製造方法。
【請求項３】
　前記超臨界ガスが、窒素ガスであることを特徴とする請求項１又は請求項２に記載の微
細発泡成形体の製造方法。
【請求項４】
　海相を形成する連続相と島相を形成する独立相からなる海島構造を有し、前記島相内部
に形成された微細発泡セルを有する微細発泡成形体であって、
　前記海相を形成する樹脂（Ａ）がポリカーボネートを含有し、
　前記島相を形成する樹脂（Ｂ）が、結晶性樹脂であり、当該結晶性樹脂が結晶性ポリエ
ステル、結晶性ポリオレフィン及び結晶性ポリアミドから選択される少なくとも一種であ
り、
　前記海相を形成する樹脂（Ａ）のポリカーボネートの含有量を１００質量部とした
とき、前記島相を形成する樹脂（Ｂ）を１０～６０質量部の範囲内で含有し、
　少なくとも下記工程（１）～（４）を経て形成されることを特徴とする微細発泡成形体
。
（１）前記海相を形成する樹脂（Ａ）と前記島相を形成する樹脂（Ｂ）とを混練して海島
構造の樹脂組成物を作製する工程
（２）前記樹脂組成物を、射出成形機内で溶融・混練して、前記海相を形成する樹脂（Ａ
）中に前記島相を形成する樹脂（Ｂ）を個数平均粒径１０μｍ以下の粒子状物として分散
する工程
（３）溶融状態の当該樹脂組成物中に超臨界ガスを注入する工程
（４）前記超臨界ガスが注入された前記樹脂組成物を射出成形することにより、成形体内
の島相内部に微細発泡セルを形成する工程
【請求項５】
　前記島相を形成する樹脂（Ｂ）が、結晶性ポリエステルを含有することを特徴とする請
求項４に記載の微細発泡成形体。
【請求項６】
　前記超臨界ガスが、窒素ガスであることを特徴とする請求項４又は請求項５に記載の微
細発泡成形体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、微細発泡成形体の製造方法及び微細発泡成形体に関し、更に詳しくは、微細
、かつ均一な発泡セルを有する微細発泡成形体の製造方法及びその製造方法で製造された
微細発泡成形体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　自動車やＯＡ機器の材料として、一般に強度に優れるポリカーボネートを用いた成形体
が多用されている。成形体の軽量化や材料の使用量の削減によるコストダウンを目的とし
て、射出成形により成形体内部に発泡セルを有する成形体を作製する技術が知られている
。しかし、ポリカーボネート単体の樹脂を発泡させると、成形体内部に粗大な発泡セルが
形成される。粗大な発泡セルが形成されると、成形体が衝撃を受けたときに粗大な発泡セ
ルが起点となり成形体が破損してしまい、十分な強度が得られない。
【０００３】
　そのため成形体内に存在する発泡セルを微細かつ均一に分散させることが求められてお
り、その手段として発泡セルの発生起点となる無機フィラーを樹脂に添加する方法が一般
的に知られている。しかし、無機フィラーを添加すると成形体の質量が重くなり、本来の
目的である軽量化の効果が薄れてしまう。
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【０００４】
　ポリカーボネートとポリ乳酸を混合し、超臨界ガスを組み合わせることで強度と軽量化
を両立する方法が提案されている（例えば、特許文献１参照。）。しかしながら、この方
法は、ポリカーボネートとのアロイ化によるポリ乳酸の強度向上を目的としているが、ア
ロイ材に発泡セルを形成し軽量化することによる大幅な強度低下は免れない。
【０００５】
　また、熱可塑性樹脂中に、超臨界ガスを含浸した別の熱可塑性樹脂を分散させ発泡体を
得る方法も提案されている（例えば、特許文献２参照。）。しかしながら、この方法は、
超臨界ガスが含浸された熱可塑性樹脂の溶融温度以下で成形するため、通常の射出成形機
の混練能力では、超臨界ガスが含浸された熱可塑性樹脂は、もう一方の熱可塑性樹脂に均
一に分散することが難しい。そのため成形体の内部は、局所的に発泡セルが集まった構造
となり強度低下が起こる。また、成形ショット毎の物性のばらつきが大きくなるという問
題もあった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００７－１６１８５３号公報
【特許文献２】特開２０１０－２５４９３０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明は上記問題・状況に鑑みてなされたものであり、その解決課題は、微細、かつ均
一な発泡セルを有し、軽量で衝撃強度の高い微細発泡成形体の製造方法及び微細発泡成形
体を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明者は、上記課題を解決すべく、上記問題の原因等について検討する過程において
、海相を形成する連続相と島相を形成する独立相からなる海島構造を有し、当該島相内部
に形成された微細発泡セルを有する微細発泡成形体であって、海相を形成する樹脂中に、
島相を形成する樹脂が、あらかじめ微細な粒子状物として分散された樹脂組成物を、溶融
・混練しながら超臨界ガスを樹脂組成物中に注入した後、射出成形する製造方法とするこ
とにより、微細かつ均一な発泡セルを有し、軽量、かつ衝撃強度の高い微細発泡成形体が
得られることを見いだし本発明に至った。
【０００９】
　すなわち、本発明に係る上記課題は、以下の手段により解決される。
【００１０】
　１．海相を形成する連続相と島相を形成する独立相からなる海島構造を有し、前記島相
内部に形成された微細発泡セルを有する微細発泡成形体の製造方法であって、
　前記海相を形成する樹脂（Ａ）がポリカーボネートを含有し、
　前記島相を形成する樹脂（Ｂ）が、結晶性樹脂であり、当該結晶性樹脂が結晶性ポリエ
ステル、結晶性ポリオレフィン及び結晶性ポリアミドから選択される少なくとも一種であ
り、
　前記海相を形成する樹脂（Ａ）のポリカーボネートの含有量を１００質量部としたとき
、前記島相を形成する樹脂（Ｂ）を１０～６０質量部の範囲内で含有し、
　少なくとも下記工程（１）～（４）を経て形成することを特徴とする微細発泡成形体の
製造方法。
（１）前記海相を形成する樹脂（Ａ）と前記島相を形成する樹脂（Ｂ）とを混練して海島
構造の樹脂組成物を作製する工程
（２）前記樹脂組成物を、射出成形機内で溶融・混練して、前記海相を形成する樹脂（Ａ
）中に前記島相を形成する樹脂（Ｂ）を個数平均粒径１０μｍ以下の粒子状物として分散
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する工程
（３）溶融状態の当該樹脂組成物中に超臨界ガスを注入する工程
（４）前記超臨界ガスが注入された前記樹脂組成物を射出成形することにより、成形体内
の島相内部に微細発泡セルを形成する工程
　２．前記島相を形成する樹脂（Ｂ）が、結晶性ポリエステルを含有することを特徴とす
る第１項に記載の微細発泡成形体の製造方法。
【００１１】
　３．前記超臨界ガスが、窒素ガスであることを特徴とする第１項又は第２項に記載の微
細発泡成形体の製造方法。
【００１２】
　４．海相を形成する連続相と島相を形成する独立相からなる海島構造を有し、前記島相
内部に形成された微細発泡セルを有する微細発泡成形体であって、
　前記海相を形成する樹脂（Ａ）がポリカーボネートを含有し、
　前記島相を形成する樹脂（Ｂ）が、結晶性樹脂であり、当該結晶性樹脂が結晶性ポリエ
ステル、結晶性ポリオレフィン及び結晶性ポリアミドから選択される少なくとも一種であ
り、
　前記海相を形成する樹脂（Ａ）のポリカーボネートの含有量を１００質量部とした
とき、前記島相を形成する樹脂（Ｂ）を１０～６０質量部の範囲内で含有し、
　少なくとも下記工程（１）～（４）を経て形成されることを特徴とする微細発泡成形体
。
（１）前記海相を形成する樹脂（Ａ）と前記島相を形成する樹脂（Ｂ）とを混練して海島
構造の樹脂組成物を作製する工程
（２）前記樹脂組成物を、射出成形機内で溶融・混練して、前記海相を形成する樹脂（Ａ
）中に前記島相を形成する樹脂（Ｂ）を個数平均粒径１０μｍ以下の粒子状物として分散
する工程
（３）溶融状態の当該樹脂組成物中に超臨界ガスを注入する工程
（４）前記超臨界ガスが注入された前記樹脂組成物を射出成形することにより、成形体内
の島相内部に微細発泡セルを形成する工程
　５.前記島相を形成する樹脂（Ｂ）が、結晶性ポリエステルを含有することを特徴とす
る第４
項に記載の微細発泡成形体。
【００１３】
　６．前記超臨界ガスが、窒素ガスであることを特徴とする第４項又は第５項に記載の微
細発泡成形体。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明の上記手段により、微細、かつ均一な発泡セルを有し、軽量で衝撃強度の高い微
細発泡成形体の製造方法及び微細発泡成形体を提供することができる。
【００１５】
　本発明の効果の発現機構ないし作用機構については、明確にはなっていないが、以下の
ように推察している。
【００１６】
　本発明は、海相を形成するポリカーボネート中に、ポリエステル、ポリオレフィン及び
ポリアミドから選択される結晶性樹脂が、島相を形成している海島構造の樹脂組成物を超
臨界ガスを用いた微細射出発泡成形により製造する微細発泡成形体の製造方法である。こ
こでは、島相を形成する樹脂（Ｂ）が、発泡の起点となることによって、島相内部に微細
な発泡セルを形成することができる。すなわち、射出成形機内においては、島相を形成す
る樹脂（Ｂ）は、海相を形成する樹脂（Ａ）中で粒子状物として分散されており、この海
島構造を有する樹脂組成物中に超臨界ガスが溶解している。この島相を形成する樹脂（Ｂ
）は、結晶性樹脂であり、融解した状態で分散されているが、金型中で冷却される過程に
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おいて結晶化し、同時に金型内で減圧されることによって、この結晶が発泡の起点となり
、島相を形成する樹脂中に溶解していた超臨界ガスが気体となって発泡することによって
、島相内部に微細な発泡セルが形成されるものと考えられる。
【００１７】
　すなわち、超臨界ガスは、海相と島相の両方の樹脂中に溶解されているが、金型中に注
入された直後の状態では、島相を形成する結晶性樹脂が溶融し海相よりも粘度が低い状態
になっている。したがって、海相よりも島相内部の方が発泡しやすいものと考えられる。
また、金型中で樹脂組成物が冷却される過程において、島相の樹脂の結晶化が始まり、こ
の結晶核が発泡の起点となるために島相中により多くの微細な発泡セルが形成されるもの
と考えられる。
【００１８】
　したがって、島相を形成する樹脂（Ｂ）を個数平均１０μｍ以下の粒子状物として分散
することによって、島相内部に形成される発泡セルのセル径を小さく制御することができ
るものと考えられる。
【００１９】
　島相内部に発泡セルが形成されるとは、島相を形成する樹脂中に発泡セルが気泡として
形成された状態をいう。
【図面の簡単な説明】
【００２０】
【図１】海島構造を有する樹脂組成物の断面の模式図
【図２】微細発泡セルが形成された微細発泡成形体の断面の模式図
【発明を実施するための形態】
【００２１】
　本発明の微細発泡成形体の製造方法は、海相を形成する連続相と島相を形成する独立相
からなる海島構造を有し、前記島相内部に形成された微細発泡セルを有する微細発泡成形
体の製造方法であって、前記海相を形成する樹脂（Ａ）がポリカーボネートを含有し、前
記島相を形成する樹脂（Ｂ）が、結晶性樹脂であり、当該結晶性樹脂が結晶性ポリエステ
ル、結晶性ポリオレフィン及び結晶性ポリアミドから選択される少なくとも一種であり、
前記海相を形成する樹脂（Ａ）のポリカーボネートの含有量を１００質量部としたとき、
前記島相を形成する樹脂（Ｂ）を１０～６０質量部の範囲内で含有し、少なくとも下記工
程（１）～（４）を経て形成することを特徴とする。
（１）前記海相を形成する樹脂（Ａ）と前記島相を形成する樹脂（Ｂ）とを混練して海島
構造の樹脂組成物を作製する工程
（２）前記樹脂組成物を、射出成形機内で溶融・混練して、前記海相を形成する樹脂（Ａ
）中に前記島相を形成する樹脂（Ｂ）を個数平均粒径１０μｍ以下の粒子状物として分散
する工程
（３）溶融状態の当該樹脂組成物中に超臨界ガスを注入する工程
（４）前記超臨界ガスが注入された前記樹脂組成物を射出成形することにより、成形体内
の島相内部に微細発泡セルを形成する工程
　この特徴は、請求項１から請求項６までの請求項に係る発明に共通する技術的特徴であ
る。
【００２２】
　本発明の実施態様として、本発明の効果発現の観点から、前記島相を形成する樹脂（Ｂ
）が、結晶性ポリエステルを含有する製造方法であることが好ましい。前記島相を形成す
る樹脂（Ｂ）が、結晶性ポリエステルを含有する樹脂であると、ポリカーボネート中で結
晶性ポリエステルが微粒子状に分散されやすく射出成形時に微細な発泡セルを形成するこ
とができる。
【００２３】
　また、前記超臨界ガスが、窒素ガスである製造方法であることが好ましい。超臨界ガス
が窒素ガスであると微細な発泡セルを形成することができる。
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【００２４】
　本発明の微細発泡成形体は、海相を形成する連続相と島相を形成する独立相からなる海
島構造を有し、前記島相内部に形成された微細発泡セルを有する微細発泡成形体であって
、前記海相を形成する樹脂（Ａ）がポリカーボネートを含有し、前記島相を形成する樹脂
（Ｂ）が、結晶性樹脂であり、当該結晶性樹脂が結晶性ポリエステル、結晶性ポリオレフ
ィン及び結晶性ポリアミドから選択される少なくとも一種であり、前記海相を形成する樹
脂（Ａ）のポリカーボネートの含有量を１００質量部とした
とき、前記島相を形成する樹脂（Ｂ）を１０～６０質量部の範囲内で含有し、少なくとも
下記工程（１）～（４）を経て形成されることを特徴とする。
（１）前記海相を形成する樹脂（Ａ）と前記島相を形成する樹脂（Ｂ）とを混練して海島
構造の樹脂組成物を作製する工程
（２）前記樹脂組成物を、射出成形機内で溶融・混練して、前記海相を形成する樹脂（Ａ
）中に前記島相を形成する樹脂（Ｂ）を個数平均粒径１０μｍ以下の粒子状物として分散
する工程
（３）溶融状態の当該樹脂組成物中に超臨界ガスを注入する工程
（４）前記超臨界ガスが注入された前記樹脂組成物を射出成形することにより、成形体内
の島相内部に微細発泡セルを形成する工程
　また、本発明の効果発現の観点から、前記島相を形成する樹脂（Ｂ）が、結晶性ポリエ
ステルを含有することが好ましい。前記島相を形成する樹脂（Ｂ）が、結晶性ポリエステ
ルを含有する樹脂であると、ポリカーボネート中で結晶性ポリエステルが微粒子状に分散
されやすく射出成形時に微細な発泡セルを形成することができる。
【００２５】
　また、前記超臨界ガスが、窒素ガスであることが好ましい。前記超臨界ガスが窒素ガス
であると微細な発泡セルを形成することができる。
【００２６】
　以下本発明の構成要素、及び本発明を実施するための形態・態様について詳細な説明を
する。なお、本願において、「～」は、その前後に記載される数値を下限値及び上限値と
して含む意味で用いる。
【００２７】
　≪微細発泡成形体≫
　本発明の微細発泡成形体は、海相を形成する連続相と島相を形成する独立相からなる海
島構造を有し、前記島相内部に形成された微細発泡セルを有する微細発泡成形体であって
、前記海相を形成する樹脂（Ａ）がポリカーボネートを含有し、前記島相を形成する樹脂
（Ｂ）が、結晶性樹脂であり、当該結晶性樹脂が結晶性ポリエステル、結晶性ポリオレフ
ィン及び結晶性ポリアミドから選択される少なくとも一種であり、前記海相を形成する樹
脂（Ａ）のポリカーボネートの含有量を１００質量部とした
とき、前記島相を形成する樹脂（Ｂ）を１０～６０質量部の範囲内で含有し、少なくとも
下記工程（１）～（４）を経て形成されることを特徴とする。
（１）前記海相を形成する樹脂（Ａ）と前記島相を形成する樹脂（Ｂ）とを混練して海島
構造の樹脂組成物を作製する工程
（２）前記樹脂組成物を、射出成形機内で溶融・混練して、前記海相を形成する樹脂（Ａ
）中に前記島相を形成する樹脂（Ｂ）を個数平均粒径１０μｍ以下の粒子状物として分散
する工程
（３）溶融状態の当該樹脂組成物中に超臨界ガスを注入する工程
（４）前記超臨界ガスが注入された前記樹脂組成物を射出成形することにより、成形体内
の島相内部に微細発泡セルを形成する工程
　図１は、本発明に係る海島構造を有する樹脂組成物の断面の模式図である。ここで、Ａ
は海相を構成する樹脂（Ａ）を表し、Ｂは島相を構成する樹脂（Ｂ）を表し、これらが海
島構造を有している。図２は、微細発泡セルが形成された微細発泡成形体の断面の模式図
であり、Ｂの島相を形成する樹脂（Ｂ）中に微細発泡セルＣが形成されていることを表し
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ている。
【００２８】
　＜樹脂組成物＞
　本発明に係る樹脂組成物は、海相を形成する樹脂（Ａ）が、ポリカーボネートを含有し
、当該ポリカーボネートの含有量を１００質量部としたとき、島相を形成する樹脂（Ｂ）
が、ポリエステル、ポリオレフィン及びポリアミドから選択される少なくとも一種を１０
～６０質量部の範囲内で含有しており、前記海相を形成する樹脂（Ａ）中に、前記島相を
形成する樹脂（Ｂ）が、粒子状物として分散された海島構造を有する樹脂組成物である。
この樹脂組成物を用いて射出成形を行うことにより、島相内部に形成された微細発泡セル
を有する微細発泡成形体を製造することができる。
【００２９】
　本発明において、海島構造とは、海相を形成する樹脂（Ａ）の連続相中に、閉じた界面
（相と相との境界）を有する島状の相（島相を形成する樹脂（Ｂ））が存在する構造のも
のをいう。すなわち、海島構造とは、相互に非相溶性の複数（例えば二種）の樹脂成分を
混合した場合、混合物の高次構造として、樹脂成分の片方が連続する相（海）の中に、も
う一方の樹脂が島状あるいは粒子状に散在している構造をいう。すなわち、一方の樹脂が
連続相（海）となり、他方が島状の独立相（分散相）となることで形成される構造をいう
。
【００３０】
　＜海相を形成する樹脂（Ａ）＞
　本発明に係る海相を形成する樹脂（Ａ）はポリカーボネートを含有する。
【００３１】
　（ポリカーボネート）
　本発明で使用するポリカーボネートとは、脂肪族又は芳香族のポリカーボネートであり
、芳香族ポリカーボネートとしては、芳香族二価フェノール系化合物とホスゲン又は炭酸
ジエステルとを反応させることにより得られる芳香族ホモ又はコポリカーボネートなどの
芳香族ポリカーボネートが挙げられ、示差熱量計で測定されるガラス転移温度が１００～
１５５℃の範囲にあるものが好ましく用いられる。
【００３２】
　また、前記の芳香族二価フェノール系化合物としては、２，２－ビス（４－ヒドロキシ
フェニル）プロパン、２，２－ビス（４－ヒドロキシ－３，５－ジメチルフェニル）プロ
パン、ビス（４－ヒドロキシフェニル）メタン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル
）エタン、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）ブタン、２，２－ビス（４－ヒドロ
キシ－３，５－ジフェニル）ブタン、２，２－ビス（４－ヒドロキシ－３，５－ジエチル
フェニル）プロパン、２，２－ビス（４－ヒドロキシ－３，５－ジエチルフェニル）プロ
パン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）シクロヘキサン及び１－フェニル－１，
１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）エタン等が使用でき、これら単独あるいは混合物と
して使用することができる。また、ヒンダードフェノール系、イオウ系及びリン系の酸化
防止剤などの化合物を一種以上含有していても良い。
【００３３】
　＜島相を形成する樹脂（Ｂ）＞
　本発明において、島相を形成する樹脂（Ｂ）は、ポリエステル、ポリオレフィン及びポ
リアミドから選択される少なくとも一種の樹脂を含有する。これらの樹脂は、結晶性樹脂
であることが好ましく、結晶性樹脂であることによって、ポリカーボネート中に微細な結
晶核として存在させることができ、この微細な結晶核が射出成形時に発泡の起点となるこ
とによって、微細、かつ均一な発泡セルを形成することができる。
【００３４】
　（ポリエステル）
　本発明に用いられるポリエステルとしては、主鎖にエステル結合を有する高分子量の熱
可塑性樹脂であり、結晶性ポリエステルであることが好ましい。具体的にはカルボン酸又
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はそのエステル誘導体を主成分とする酸成分とジオール成分の重縮合物、ヒドロキシカル
ボン酸又はそのエステル誘導体の重縮合物、カルボン酸又はそのエステル誘導体を主成分
とする酸成分と環状エーテル化合物から得られる重縮合物又は環状エステル化合物の開環
重合物などが挙げられる。
【００３５】
　カルボン酸成分としては、テレフタル酸、イソフタル酸、オルトフタル酸、クロルフタ
ル酸、ニトロフタル酸、２，５－ナフタレンジカルボン酸、２，６－ナフタレンジカルボ
ン酸、２，７－ナフタレンジカルボン酸、１，５－ナフタレンジカルボン酸、メチルテレ
フタル酸、４，４′－ビフェニルジカルボン酸、２，２′－ビフェニルジカルボン酸、４
，４′－ジフェニルエーテルジカルボン酸、４，４′－ジフェニルメタンカルボン酸、４
，４′－ジフェニルスルフォンジカルボン酸、４，４′－ジフェニルイソプロピリデンジ
カルボン酸、１，２－ビス（４－カルボキシフェノキシ）－エタン、５－ナトリウムスル
ホイソフタル酸等の芳香族ジカルボン酸、シュウ酸、コハク酸、アジピン酸、スベリン酸
、アゼライン酸、セバシン酸、ドデカンジオン酸、オクタデカンジカルボン酸、ダイマー
酸、マレイン酸及びフマル酸等の脂肪族ジカルボン酸及び１，４－シクロヘキサンジカル
ボン酸などの脂環式ジカルボン酸などが挙げられる。
【００３６】
　ヒドロキシカルボン酸成分としては、ｐ－ヒドロキシ安息香酸、ｐ－（ヒドロキシエト
キシ安息香酸、６－ヒドロキシ－２－ナフトエ酸、４′－ヒドロキシ－ビフェニル－４－
カルボン酸等の芳香族ヒドロキシカルボン酸、乳酸及びグリコール酸などの脂肪族ヒドロ
キシカルボン酸などが挙げられる。
【００３７】
　ジオール成分としては、エチレングリコール、プロピレングリコール、１，３－ブタン
ジオール、１，４－ブタンジオール、２，２－ジメチルプロパンジオール、ネオペンチル
グリコール、１，５－ペンタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、１，８－オクタン
ジオール、１，１０－デカンジオール、１，４－シクロヘキサンジメタノール、１，３－
シクロヘキサンジメタノール、１，２－シクロヘキサンジメタノール、トリメチレングリ
コール、テトラメチレングリコール、ペンタメチレングリコール、オクタメチレングリコ
ール、ジエチレングリコール、ジプロピレングリコール、ヒドロキノン、レゾルシノール
、ビスフェノールＡ及び２，２－ビス（２′－ヒドロキシエトキシフェニル）プロパンな
どが挙げられる。
【００３８】
　環状エーテル化合物としては、エチレンオキシドやプロピレンオキシドなどを挙げるこ
とができ、環状エステル化合物としては、δ－バレロラクトン、β－プロピルラクトン、
γ－ブチロラクトン及びε－カプロラクトンなどが挙げられる。
【００３９】
　具体的な好ましい熱可塑性ポリエステルとしては、ポリエチレンテレフタレート、ポリ
ブチレンテレフタレート、ポリシクロヘキシレンジメチレンテレフタレート、ポリエチレ
ンナフタレート、ポリブチレンナフタレート、ポリエチレンイソフタレート、ポチエチレ
ンテレフタレート、ポリブチレンイソフタレート、ポリブチレンテレフタレート、ポリシ
クロヘキシレンジメチレンイソフタレート、ポリシクロヘキシレンジメチレンテレフタレ
ート、ｐ－ヒドロキシ安息香酸ポリエチレンテレフタレート及びポリ乳酸樹脂などが挙げ
られる。
【００４０】
　（ポリオレフィン）
　本発明に用いられるポリオレフィンとは、エチレン、プロピレン、ブテン－１、ヘキセ
ン－１、３－メチルブテン－１、４－メチルペンテン－１、ヘプテン－１及びオクテン－
１などのα－オレフィンの単独重合体、ランダム又はブロックなどの形態をなす相互共重
合体、これらα－オレフィンと他の不飽和単量体とのランダム、ブロック若しくはグラフ
トなどの共重合体化したものを指し、ここで他の不飽和単量体としては、アクリル酸、メ
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タクリル酸、マレイン酸、イタコン酸、アクリル酸メチル、アクリル酸エチル、メタクリ
ル酸メチル、無水マレイン酸、グリシジルメタクリル酸、アリールマレイン酸イミド、ア
ルキルマレイン酸イミドなどの不飽和有機酸並びにその誘導体、あるいは酢酸ビニル、酪
酸ビニルなどのビニルエステル、あるいはスチレン、メチルスチレンなどの芳香族ビニル
化合物、あるいはビニルトリメチルメトキシシラン、メタクリロイルオキシプロピルトリ
メトキシシランなどのビニルシラン、あるいはジシクロペンタジエン、４－エチリデン－
２－ノルボルネンなどの非共役ジエンなどを用いることができ、共重合の場合には、α－
オレフィンや他の単量体は、二種に限らず、複数種からなるものであってもよい。また、
本発明においては、ポリオレフィンは結晶性ポリオレフィンであることが好ましい。
【００４１】
　（ポリアミド）
　本発明に用いられるポリアミドとは、アミノ酸、ラクタム又はジアミンとジカルボン酸
を出発原料としたアミド結合を有する熱可塑性樹脂である。アミノ酸としては、６－アミ
ノカプロン酸、１１－アミノウンデカン酸、１２－アミノドデカン酸及びパラアミノメチ
ル安息香酸などが挙げられ、ラクタムとしてはε－カプロラクタム及びω－ラウロラクタ
ムなどが挙げられる。また、本発明においては、ポリアミドとしては結晶性ポリアミドで
あることが好ましい。
【００４２】
　ジアミンとしては、テトラメチレンジアミン、ヘキサメチレンジアミン、ウンデカメチ
レンジアミン、ドデカメチレンジアミン、２，２，４－トリメチルヘキサメチレンジアミ
ン、２，４，４－トリメチルヘキサメチレンジアミン、５－メチルノナメチレンジアミン
、２，４－ジメチルオクタメチレンジアミン、メタキシリレンジアミン、パラキシリレン
ジアミン、１，３－ビス（アミノメチル）シクロヘキサン、１－アミノ－３－アミノメチ
ル－３，５，５－トリメチルシクロヘキサン、３，８－ビス（アミノメチル）トリシクロ
デカン、ビス（４－アミノシクロヘキシル）メタン、ビス（３－メチル－４－アミノシク
ロヘキシル）メタン、２，２－ビス（４－アミノシクロヘキシル）プロパン、ビス（アミ
ノプロピル）ピペラジン及びアミノエチルピペラジンなどが挙げられる。
【００４３】
　ジカルボン酸としては、アジピン酸、スベリン酸、アゼライン酸、セバシン酸、ドデカ
ン二酸、テレフタル酸、イソフタル酸、ナフタレンジカルボン酸、２－クロロテレフタル
酸、２－メチルテレフタル酸、５－メチルイソフタル酸、５－ナトリウムスルホイソフタ
ル酸、ヘキサヒドロテレフタル酸、ヘキサヒドロイソフタル酸及びジグリコール酸などが
挙げられる。
【００４４】
　本発明に係る樹脂組成物は、海相を構成する樹脂（Ａ）が、ポリカーボネートを含有し
、ポリカーボネートの含有量を１００質量部としたとき、島相を構成する樹脂（Ｂ）を１
０～６０質量部の範囲内で含有する。好ましくは、１０～４０質量部の範囲内である。島
相を形成する樹脂（Ｂ）が１０質量部より少ないと島相と島相の間隔が広くなり発泡する
際に発泡セルが巨大化してしまう。また島相を形成する樹脂（Ｂ）が６０質量部より多い
と島相となる樹脂が偏在し、偏在した大きな島相の中で発泡セルが成長し均一な発泡セル
を得ることができない。また、本発明においては、海相を構成する樹脂（Ａ）としてポリ
カーボネート以外の熱可塑性樹脂を含有してもよい。
【００４５】
　樹脂組成物中において、海相を形成する樹脂（Ａ）中に分散された島相を形成する樹脂
（Ｂ）は、個数平均粒径１０μｍ以下の粒子状物として分散されていることが好ましい。
樹脂組成物中において、島相を形成する樹脂（Ｂ）の個数平均粒径が１０μｍ以下である
と、射出成形機内において、溶融・混練されたときに島相を形成する樹脂（Ｂ）が確実に
１０μｍ以下とすることができるので、成形体としたときに発泡セルをより微細かつ均一
にすることができる。さらに島相を形成する樹脂（Ｂ）は、個数平均粒径５μｍ以下の粒
子径で分散されていることがより好ましい。
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【００４６】
　（相溶化剤）
　本発明においては、さらに相溶化剤（Ｃ）を添加しても良い。本発明における相溶化剤
（Ｃ）とは、ポリカーボネートを主成分とする海相を形成する樹脂（Ａ）、島相を形成す
る樹脂（Ｂ）及びその他の熱可塑性樹脂との相溶化を促進させるものであり、（Ａ）成分
及び（Ｂ）成分とを微分散化させる作用を有するものである。また、海相と島相との界面
を相溶化させることによって、成形体としたときに、衝撃強度を高くする効果を有する。
【００４７】
　このような相溶化剤（Ｃ）としては、無機充填剤、グリシジル化合物又は酸無水物をグ
ラフト又は共重合した高分子化合物、アクリル樹脂又はスチレン樹脂ユニットをグラフト
により含む高分子化合物、及び有機金属化合物が挙げられ、一種又は二種以上で用いても
よい。
【００４８】
　また、相溶化剤の配合量は、海相を形成する樹脂（Ａ）及び島相を形成する樹脂（Ｂ）
の合計量１００質量部に対し、１～５０質量部が好ましく、より好ましくは３～４０質量
部、特に好ましくは４～３０質量部であり、この範囲内であると相溶化剤としての効果を
発揮させることができる。
【００４９】
　（難燃剤）
　本発明では、さらに難燃剤（Ｄ）を添加してもよい。使用する難燃剤（Ｄ）とは、樹脂
に難燃性を付与する目的で添加される物質であれば特に限定されるものではなく、具体的
には、臭素系難燃剤、リン系難燃剤、窒素化合物系難燃剤、シリコーン系難燃剤及びその
他の無機系難燃剤などが挙げられ、これら少なくとも一種以上を選択して用いることがで
きる。
【００５０】
　本発明で用いられる臭素系難燃剤の具体例としては、デカブロモジフェニルオキサイド
、オクタブロモジフェニルオキサイド、テトラブロモジフェニルオキサイド、テトラブロ
モ無水フタル酸、ヘキサブロモシクロドデカン、ビス（２，４，６－トリブロモフェノキ
シ）エタン、エチレンビステトラブロモフタルイミド、ヘキサブロモベンゼン、１，１－
スルホニル［３，５－ジブロモ－４－（２，３－ジブロモプロポキシ）］ベンゼン、ポリ
ジブロモフェニレンオキサイド、テトラブロムビスフェノール－Ｓ、トリス（２，３－ジ
ブロモプロピル－１）イソシアヌレート、トリブロモフェノール、トリブロモフェニルア
リルエーテル、トリブロモネオペンチルアルコール、ブロム化ポリスチレン、ブロム化ポ
リエチレン、テトラブロムビスフェノール－Ａ、テトラブロムビスフェノール－Ａ誘導体
、テトラブロムビスフェノール－Ａ－エポキシオリゴマー又はポリマー、テトラブロムビ
スフェノール－Ａ－カーボネートオリゴマー又はポリマー、ブロム化フェノールノボラッ
クエポキシなどのブロム化エポキシ樹脂、テトラブロムビスフェノール－Ａ－ビス（２－
ヒドロキシジエチルエーテル）、テトラブロムビスフェノール－Ａ－ビス（２，３－ジブ
ロモプロピルエーテル）、テトラブロムビスフェノール－Ａ－ビス（アリルエーテル）、
テトラブロモシクロオクタン、エチレンビスペンタブロモジフェニル、トリス（トリブロ
モネオペンチル）ホスフェート、ポリ（ペンタブロモベンジルポリアクリレート）、オク
タブロモトリメチルフェニルインダン、ジブロモネオペンチルグリコール、ペンタブロモ
ベンジルポリアクリレート、ジブロモクレジルグリシジルエーテル及びＮ，Ｎ′－エチレ
ン－ビス－テトラブロモフタルイミドなどが挙げられる。なかでも、テトラブロムビスフ
ェノール－Ａ－エポキシオリゴマー、テトラブロムビスフェノール－Ａ－カーボネートオ
リゴマー及びブロム化エポキシ樹脂が好ましい。
【００５１】
　本発明で用いられるリン系難燃剤は特に限定されることはなく、通常一般に用いられる
リン系難燃剤を用いることができ、代表的にはリン酸エステル、ポリリン酸塩などの有機
リン系化合物や赤リンが挙げられる。
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【００５２】
　上記の有機リン系化合物におけるリン酸エステルの具体例としては、トリメチルホスフ
ェート、トリエチルホスフェート、トリブチルホスフェート、トリ（２－エチルヘキシル
）ホスフェート、トリブトキシエチルホスフェート、トリフェニルホスフェート、トリク
レジルホスフェート、トリキシレニルホスフェート、トリス（イソプロピルフェニル）ホ
スフェート、トリス（フェニルフェニル）ホスフェート、トリナフチルホスフェート、ク
レジルジフェニルホスフェート、キシレニルジフェニルホスフェート、ジフェニル（２－
エチルヘキシル）ホスフェート、ジ（イソプロピルフェニル）フェニルホスフェート、モ
ノイソデシルホスフェート、２－アクリロイルオキシエチルアシッドホスフェート、２－
メタクリロイルオキシエチルアシッドホスフェート、ジフェニル－２－アクリロイルオキ
シエチルホスフェート、ジフェニル－２－メタクリロイルオキシエチルホスフェート、メ
ラミンホスフェート、ジメラミンホスフェート、メラミンピロホスフェート、トリフェニ
ルホスフィンオキサイド、トリクレジルホスフィンオキサイド、メタンホスホン酸ジフェ
ニル、フェニルホスホン酸ジエチル、レゾルシノールポリフェニルホスフェート、レゾル
シノールポリ（ジ－２，６－キシリル）ホスフェート、ビスフェノールＡポリクレジルホ
スフェート、ハイドロキノンポリ（２，６－キシリル）ホスフェート及びこれらの縮合物
などの縮合リン酸エステルを挙げることができる。市販の縮合リン酸エステルとしては、
例えば大八化学社製ＰＸ－２００、ＰＸ－２０１、ＰＸ－２０２、ＣＲ－７３３Ｓ、ＣＲ
－７４１及びＣＲ７４７などを挙げることができる。
【００５３】
　また、リン酸、ポリリン酸と周期律表ＩＡ族～IVＢ族の金属、アンモニア、脂肪族アミ
ン、芳香族アミンとの塩からなるリン酸塩及びポリリン酸塩を挙げることもできる。ポリ
リン酸塩の代表的な塩として、金属塩としてリチウム塩、ナトリウム塩、カルシウム塩、
バリウム塩、鉄（II）塩、鉄（III）塩、アルミニウム塩など、脂肪族アミン塩としてメ
チルアミン塩、エチルアミン塩、ジエチルアミン塩、トリエチルアミン塩、エチレンジア
ミン塩、ピペラジン塩などがあり、芳香族アミン塩としてはピリジン塩、トリアジン塩、
メラミン塩及びアンモニウム塩などが挙げられる。
【００５４】
　また、上記の他、トリスクロロエチルホスフェート、トリスジクロロプロピルホスフェ
ート及びトリス（β－クロロプロピル）ホスフェート）などの含ハロゲンリン酸エステル
、また、リン原子と窒素原子が二重結合で結ばれた構造を有するホスファゼン化合物及び
リン酸エステルアミドを挙げることができる。
【００５５】
　また、赤リンとしては、未処理の赤リンのみでなく、熱硬化性樹脂被膜、金属水酸化物
被膜、金属メッキ被膜から成る群より選ばれる一種以上の化合物被膜により処理された赤
リンを好ましく使用することができる。熱硬化性樹脂被膜の熱硬化性樹脂としては、赤リ
ンを被膜できる樹脂であれば特に制限はなく、例えば、フェノール－ホルマリン系樹脂、
尿素－ホルマリン系樹脂、メラミン－ホルマリン系樹脂、アルキッド系樹脂などが挙げら
れる。金属水酸化物被膜の金属水酸化物としては、赤リンを被膜できるものであれば特に
制限はなく、例えば、水酸化アルミニウム、水酸化マグネシウム、水酸化亜鉛、水酸化チ
タンなどを挙げることができる。金属メッキ被膜の金属としては、赤リンを被膜できるも
のであれば特に制限はなく、Ｆｅ、Ｎｉ、Ｃｏ、Ｃｕ、Ｚｎ、Ｍｎ、Ｔｉ、Ｚｒ、Ａｌ又
はこれらの合金などが挙げられる。さらに、これらの被膜は二種以上組み合わせて、ある
いは二種以上に積層されていてもよい。
【００５６】
　本発明で用いられる窒素化合物系難燃剤としては、脂肪族アミン化合物、芳香族アミン
化合物、含窒素複素環化合物、シアン化合物、脂肪族アミド、芳香族アミド、尿素及びチ
オ尿素などを挙げることができる。なお、上記リン系難燃剤で例示したようなポリリン酸
アンモニウムなど含窒素リン系難燃剤はここでいう窒素化合物系難燃剤には含まない。脂
肪族アミンとしては、エチルアミン、ブチルアミン、ジエチルアミン、エチレンジアミン
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、ブチレンジアミン、トリエチレンテトラミン、１，２－ジアミノシクロヘキサン及び１
，２－ジアミノシクロオクタンなどを挙げることができる。芳香族アミンとしては、アニ
リン及びフェニレンジアミンなどを挙げることができる。含窒素複素環化合物としては、
尿酸、アデニン、グアニン、２，６－ジアミノプリン、２，４，６－トリアミノピリジン
及びトリアジン化合物などを挙げることができる。シアン化合物としては、ジシアンジア
ミドなどを挙げることができる。脂肪族アミドとしては、Ｎ，Ｎ－ジメチルアセトアミド
などを挙げることができる。芳香族アミドとしては、Ｎ，Ｎ－ジフェニルアセトアミドな
どを挙げることができる。
【００５７】
　上記において例示したトリアジン化合物は、トリアジン骨格を有する含窒素複素環化合
物であり、トリアジン、メラミン、ベンゾグアナミン、メチルグアナミン、シアヌル酸、
メラミンシアヌレート、メラミンイソシアヌレート、トリメチルトリアジン、トリフェニ
ルトリアジン、アメリン、アメリド、チオシアヌル酸、ジアミノメルカプトトリアジン、
ジアミノメチルトリアジン、ジアミノフェニルトリアジン及びジアミノイソプロポキシト
リアジンなどを挙げることができる。
【００５８】
　メラミンシアヌレート又はメラミンイソシアヌレートとしては、シアヌール酸又はイソ
シアヌール酸とトリアジン化合物との付加物が好ましく、通常は１対１（モル比）、場合
により１対２（モル比）の組成を有する付加物を挙げることができる。また、公知の方法
で製造されるが、例えば、メラミンとシアヌール酸又はイソシアヌール酸の混合物を水ス
ラリーとし、良く混合して両者の塩を微粒子状に形成させた後、このスラリーを濾過、乾
燥後に一般には粉末状で得られる。また、上記の塩は完全に純粋である必要は無く、多少
未反応のメラミンないしシアヌール酸、イソシアヌール酸が残存していても良い。また、
樹脂に配合される前の平均粒径は、成形体の難燃性、機械的強度、表面性の点から０．０
１～１００μｍが好ましく、更に好ましくは１～８０μｍである。
【００５９】
　窒素化合物系難燃剤の中では、含窒素複素環化合物が好ましく、中でもトリアジン化合
物が好ましく、さらにメラミンシアヌレートが好ましい。
【００６０】
　また、上記窒素化合物系難燃剤の分散性が悪い場合には、トリス（β－ヒドロキシエチ
ル）イソシアヌレートなどの分散剤やポリビニルアルコール又は金属酸化物などの公知の
表面処理剤などを併用してもよい。
【００６１】
　本発明で用いられるシリコーン系難燃剤としては、シリコーン樹脂及びシリコーンオイ
ルを挙げることができる。前記シリコーン樹脂は、ＳｉＯ２、ＲＳｉＯ３／２、Ｒ２Ｓｉ
Ｏ、Ｒ３ＳｉＯ１／２の構造単位を組み合わせてできる三次元網状構造を有する樹脂など
を挙げることができる。ここで、Ｒはメチル基、エチル基、プロピル基等のアルキル基、
又はフェニル基、ベンジル基等の芳香族基、又は上記置換基にビニル基を含有した置換基
を示す。前記シリコーンオイルは、ポリジメチルシロキサン、及びポリジメチルシロキサ
ンの側鎖あるいは末端の少なくとも一つのメチル基が、水素元素、アルキル基、シクロヘ
キシル基、フェニル基、ベンジル基、アミノ基、エポキシ基、ポリエーテル基、カルボキ
シ基、メルカプト基、クロロアルキル基、アルキル高級アルコールエステル基、アルコー
ル基、アラルキル基、ビニル基、又はトリフロロメチル基の選ばれる少なくとも一つの基
により変性された変性ポリシロキサン又はこれらの混合物を挙げることができる。
【００６２】
　本発明で用いられるその他の無機系難燃剤としては、水酸化マグネシウム、水酸化アル
ミニウム、三酸化アンチモン、五酸化アンチモン、アンチモン酸ソーダ、ヒドロキシスズ
酸亜鉛、スズ酸亜鉛、メタスズ酸、酸化スズ、酸化スズ塩、硫酸亜鉛、酸化亜鉛、酸化第
一鉄、酸化第二鉄、酸化第一スズ、酸化第二スズ、ホウ酸亜鉛、ホウ酸カルシウム、ホウ
酸アンモニウム、オクタモリブデン酸アンモニウム、タングステン酸の金属塩、タングス
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テンとメタロイドとの複合酸化物酸、スルファミン酸アンモニウム、黒鉛及び膨潤性黒鉛
などを挙げることができる。中でも、水酸化アルミニウム、ホウ酸亜鉛及び膨潤性黒鉛が
好ましい。
【００６３】
　前記難燃剤（Ｄ）は、一種で用いても、二種以上併用して用いてもかまわない。なお、
水酸化アルミニウムを用いる場合は、混練温度２１０℃以下で溶融混合して用いることが
好ましい。
【００６４】
　前記難燃剤（Ｄ）の中では、ハロゲンを全く含有しないリン系難燃剤、窒素化合物系難
燃剤、シリコーン系難燃剤及びその他の無機系難燃剤から選択される少なくとも一種又は
二種以上を組み合わせて用いることが好ましい。上記において難燃剤を二種以上併用する
場合、リン系難燃剤と他の難燃剤を併用することが好ましい。リン系難燃剤と併用する窒
素化合物系難燃剤としては、含窒素複素環化合物が好ましく、中でもトリアジン化合物が
好ましく、さらにメラミンシアヌレートが好ましい。また、リン系難燃剤と併用するシリ
コーン系難燃剤としては、シリコーン樹脂が好ましい。また、リン系難燃剤と併用するそ
の他の無機系難燃剤としては、水酸化アルミニウム、ホウ酸亜鉛及び膨潤性黒鉛が好まし
い。また、リン系難燃剤との配合比率は任意の量を組み合わせることができ、特に難燃剤
１００質量％中のリン系難燃剤の量は５質量％以上であることが好ましく、５～９５質量
％であることがより好ましい。
【００６５】
　難燃剤（Ｄ）の配合量は、海相を形成する樹脂（Ａ）及び島相を形成する樹脂（Ｂ）の
合計量１００質量部に対して、１～５０質量部であり、さらには２～４５質量部が好まし
く、特に好ましくは３～４０質量部であり、この範囲内であると十分な難燃化効果が得ら
れる。
【００６６】
　（可塑剤）
　本発明においては、さらに可塑剤（Ｅ）を配合することができ、可塑剤としては、一般
に樹脂の可塑剤として用いられる公知のものを特に制限なく用いることができ、例えばポ
リエステル系可塑剤、グリセリン系可塑剤、多価カルボン酸エステル系可塑剤、ポリアル
キレングリコール系可塑剤及びエポキシ系可塑剤などを挙げることができる。
【００６７】
　ポリエステル系可塑剤の具体例としては、アジピン酸、セバチン酸、テレフタル酸、イ
ソフタル酸、ナフタレンジカルボン酸、ジフェニルジカルボン酸、ロジンなどの酸成分と
、プロピレングリコール、１，３－ブタンジオール、１，４－ブタンジオール、１，６－
ヘキサンジオール、エチレングリコール、ジエチレングリコールなどのジオール成分から
なるポリエステルや、ポリカプロラクトンなどのヒドロキシカルボン酸からなるポリエス
テルなどを挙げることができる。これらのポリエステルは単官能カルボン酸又は単官能ア
ルコールで末端封鎖されていてもよく、またエポキシ化合物などで末端封鎖されていても
よい。
【００６８】
　グリセリン系可塑剤の具体例としては、グリセリンモノアセトモノラウレート、グリセ
リンジアセトモノラウレート、グリセリンモノアセトモノステアレート、グリセリンジア
セトモノオレート及びグリセリンモノアセトモノモンタネートなどを挙げることができる
。
【００６９】
　多価カルボン酸系可塑剤の具体例としては、フタル酸ジメチル、フタル酸ジエチル、フ
タル酸ジブチル、フタル酸ジオクチル、フタル酸ジヘプチル、フタル酸ジベンジル、フタ
ル酸ブチルベンジルなどのフタル酸エステル、トリメリット酸トリブチル、トリメリット
酸トリオクチル、トリメリット酸トリヘキシルなどのトリメリット酸エステル、アジピン
酸ジイソデシル、アジピン酸ｎ－オクチル－ｎ－デシル、アジピン酸メチルジグリコール
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ブチルジグリコール、アジピン酸ベンジルメチルジグリコール、アジピン酸ベンジルブチ
ルジグリコールなどのアジピン酸エステル、アセチルクエン酸トリエチル、アセチルクエ
ン酸トリブチルなどのクエン酸エステル、アゼライン酸ジ－２－エチルヘキシルなどのア
ゼライン酸エステル、セバシン酸ジブチル、及びセバシン酸ジ－２－エチルヘキシルなど
のセバシン酸エステルなどを挙げることができる。
【００７０】
　ポリアルキレングリコール系可塑剤の具体例としては、ポリエチレングリコール、ポリ
プロピレングリコール、ポリ（エチレンオキサイド・プロピレンオキサイド）ブロック及
びランダム共重合体、ポリテトラメチレングリコール、ビスフェノール類のエチレンオキ
シド付加重合体、ビスフェノール類のプロピレンオキシド付加重合体、ビスフェノール類
のテトラヒドロフラン付加重合体などのポリアルキレングリコール及びその末端エポキシ
変性化合物、末端エステル変性化合物、並びに末端エーテル変性化合物などの末端封鎖化
合物などを挙げることができる。
【００７１】
　エポキシ系可塑剤とは、一般にはエポキシステアリン酸アルキルと大豆油とからなるエ
ポキシトリグリセリドなどを指すが、その他にも、主にビスフェノールＡとエピクロロヒ
ドリンを原料とするような、いわゆるエポキシ樹脂も使用することができる。
【００７２】
　その他の可塑剤の具体例としては、ネオペンチルグリコールジベンゾエート、ジエチレ
ングリコールジベンゾエート及びトリエチレングリコールジ－２－エチルブチレートなど
の脂肪族ポリオールの安息香酸エステル、ステアリン酸アミドなどの脂肪酸アミド、オレ
イン酸ブチルなどの脂肪族カルボン酸エステル、アセチルリシノール酸メチル、及びアセ
チルリシノール酸ブチルなどのオキシ酸エステル、ペンタエリスリトール、ポリアクリル
酸エステル、パラフィン類、オルトターフェニル、メタオルトターフェニル及びパラオル
トターフェニルなどの芳香族化合物などを挙げることができる。
【００７３】
　（結晶核剤）
　本発明においては、さらに結晶核剤を配合することができ、結晶核剤としては、公知の
窒化物などの無機系核剤、有機カルボン酸金属塩などの有機系核剤、ソルビトール類、及
び高分子核剤などが挙げられ、一種のみでもよくまた二種以上の併用を行ってもよい。本
発明においては、可塑剤と結晶核剤とを各々単独で用いてもよいが、両者を併用して用い
ることが成形性の点において好ましい。
【００７４】
　（着色剤）
　本発明においては、さらに、カーボンブラック、酸化チタン、ベンガラ、群青、焼成イ
エロー及びさらに種々の色の顔料や染料を一種以上配合することにより種々の色に樹脂を
調色、耐候（光）性、及び導電性を改良することも可能であり、顔料や染料の配合量は、
海相を形成する樹脂（Ａ）と島相を形成する樹脂（Ｂ）の合計量１００質量部に対し、０
．０１～１０質量部、好ましくは０．０２～９質量部、より好ましくは０．０３～８質量
部である。
【００７５】
　また、前記のカーボンブラックとしては、限定されるものではないが、チャンネルブラ
ック、ファーネスブラック、アセチレンブラック、アントラセンブラック、油煙、松煙、
及び黒鉛などが挙げられ、平均粒径５００ｎｍ以下、ジブチルフタレート吸油量５０～４
００ｃｍ３／１００ｇのカーボンブラックが好ましく用いられ、処理剤として酸化アルミ
ニウム、酸化ケイ素、酸化亜鉛、酸化ジルコニウム、ポリオール、又はシランカップリン
グ剤などで処理されていても良い。
【００７６】
　また、前記の酸化チタンとしては、ルチル形、あるいはアナターゼ形などの結晶形を持
ち、平均粒径５μｍ以下の酸化チタンが好ましく用いられ、処理剤として酸化アルミニウ
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ム、酸化ケイ素、酸化亜鉛、酸化ジルコニウム、ポリオール、又はシランカップリング剤
などで処理されていても良い。また、上記のカーボンブラック、酸化チタン及び種々の色
の顔料や染料は、本発明の樹脂組成物との分散性向上や製造時のハンドリング性の向上の
ため、種々の熱可塑性樹脂と溶融ブレンドあるいは単にブレンドした混合材料として用い
ても良い。
【００７７】
　（安定剤）
　本発明の樹脂組成物に対しては、本発明の目的を損なわない範囲で、安定剤（ヒンダー
ドフェノール系酸化防止剤、リン系酸化防止剤、アミン系酸化防止剤、イオウ系酸化防止
剤、耐光剤、紫外線吸収剤、及び銅害防止剤など）、離型剤（脂肪酸、脂肪酸金属塩、オ
キシ脂肪酸、脂肪酸エステル、脂肪族部分ケン化エステル、パラフィン、低分子量ポリオ
レフィン、脂肪酸アミド、アルキレンビス脂肪酸アミド、脂肪族ケトン、脂肪酸低級アル
コールエステル、脂肪酸多価アルコールエステル、脂肪酸ポリグリコールエステル、及び
変成シリコーン）、又は加水分解抑制剤（エポキシ化合物、カルボジイミド化合物、オキ
サゾリン化合物及びイソシヌレート化合物）などを必要に応じて添加することができる。
【００７８】
　（無機充填剤）
　本発明に係る樹脂組成物には本発明の効果を損なわない範囲で、他の充填材、他種ポリ
マーなどを添加することができる。これらは、任意の時期に添加してよい。充填材として
は一般に樹脂用フィラーとして用いられる公知のものが用いられ、本発明のポリエステル
樹脂組成物の強度、剛性、耐熱性、寸法安定性などを改良できる。例えば、ガラス繊維、
炭素繊維、チタン酸カリウムウィスカ、酸化亜鉛ウィスカ、ホウ酸アルミニウムウィスカ
、アラミド繊維、アルミナ繊維、炭化ケイ素繊維、セラミック繊維、アスベスト繊維、石
コウ繊維、金属繊維、ワラステナイト、ゼオライト、セリサイト、カオリン、マイカ、タ
ルク、クレー、パイロフィライト、アスベスト、アルミノシリケート、アルミナ、酸化ケ
イ素、酸化マグネシウム、酸化ジルコニウム、酸化チタン、酸化鉄、炭酸カルシウム、炭
酸マグネシウム、ドロマイト、硫酸カルシウム、硫酸バリウム、水酸化マグネシウム、水
酸化カルシウム、水酸化アルミニウム、ガラスビーズ、セラミックビーズ、窒化ホウ素、
炭化ケイ素、及びシリカなどが挙げられる。これらは中空であってもよく、さらにはこれ
ら充填材を二種類以上用いることも可能である。また、これら充填材をイソシアネート系
化合物、有機シラン系化合物、有機チタネート系化合物、有機ボラン系化合物、又はエポ
キシ化合物などのカップリング剤で処理して使用してもよい。本発明のポリエステル樹脂
組成物を効果的に補強するには、前記充填材の中でも、特にガラス繊維、及び炭素繊維を
添加することもできる。
【００７９】
　≪微細発泡成形体の製造方法≫
　本発明の微細発泡成形体の製造方法は、海相を形成する連続相と島相を形成する独立相
からなる海島構造を有し、前記島相内部に形成された微細発泡セルを有する微細発泡成形
体の製造方法であって、前記海相を形成する樹脂（Ａ）がポリカーボネートを含有し、前
記島相を形成する樹脂（Ｂ）が、結晶性樹脂であり、当該結晶性樹脂が結晶性ポリエステ
ル、結晶性ポリオレフィン及び結晶性ポリアミドから選択される少なくとも一種であり、
前記海相を形成する樹脂（Ａ）のポリカーボネートの含有量を１００質量部としたとき、
前記島相を形成する樹脂（Ｂ）を１０～６０質量部の範囲内で含有し、少なくとも下記工
程（１）～（４）を経て形成することを特徴とする。
（１）前記海相を形成する樹脂（Ａ）と前記島相を形成する樹脂（Ｂ）とを混練して海島
構造の樹脂組成物を作製する工程
（２）前記樹脂組成物を、射出成形機内で溶融・混練して、前記海相を形成する樹脂（Ａ
）中に前記島相を形成する樹脂（Ｂ）を個数平均粒径１０μｍ以下の粒子状物として分散
する工程
（３）溶融状態の当該樹脂組成物中に超臨界ガスを注入する工程
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（４）前記超臨界ガスが注入された前記樹脂組成物を射出成形することにより、成形体内
の島相内部に微細発泡セルを形成する工程
　次に、上記樹脂組成物の製造方法及び射出成形方法について説明する。
【００８０】
　＜樹脂組成物の製造方法＞
　（混練方法）
　本発明に係る海島構造の樹脂組成物は、海相を形成する樹脂（Ａ）、島相を形成する樹
脂（Ｂ）、及び必要に応じて、相溶化剤（Ｃ）、難燃剤（Ｄ）並びに可塑剤（Ｅ）の各成
分を混練性に優れる二軸押出機などの溶融混練機で混練することにより得ることができる
。
【００８１】
　混練機としては、一般的な一軸、二軸の混練機が使用できる。これらの中でも二軸押出
混練機が好ましく、このような混練機としては、（株）神戸製鋼所製の二軸押出混練機「
ＫＴＸ－３０」及び「ＫＴＸ－４６」、東芝機械（株）製二軸押出混練機「ＴＥＭ－２６
ＳＳ」及び「ＴＥＭ－４８ＳＳ」並びに（株）池貝製「ＰＣＭ－３０」及び「ＰＣＭ－１
１５」等が使用できる。
【００８２】
　混練条件としては、海相を形成する樹脂（Ａ）及び島相を形成する樹脂（Ｂ）の軟化点
などの熱特性に応じて、混練機のシリンダー（バレル）温度、スクリュー回転数を適宜調
整することによって所望の分散状態の樹脂組成物を得ることができる。
【００８３】
　本発明においては、射出成形機内で溶融・混練したとき海相を形成する樹脂（Ａ）中に
粒子状物として分散された島相を形成する樹脂（Ｂ）の個数平均粒径を１０μｍ以下とす
るためには、樹脂組成物を製造する段階で１０μｍ以下の粒子状物とすることが好ましい
。射出成形機内で溶融・混練したとき海相を形成する樹脂（Ａ）中に粒子状物として分散
された島相を形成する樹脂（Ｂ）の個数平均粒径は、樹脂組成物を超臨界ガスを用いない
で射出成形し未発泡成形体の島相の個数平均粒径を測定することで代用できる。
【００８４】
　≪射出成形≫
　本発明の微細発泡成形体は、射出成形によって作製することができ、さらに詳しくは、
微細射出発泡成形（ＭｕＣｅｌｌ）によって作製することができる。
【００８５】
　＜微細射出発泡成形＞
　微細射出発泡成形とは、成形機のシリンダー内の溶融した成形用原料樹脂に高圧下で、
発泡剤である窒素や二酸化炭素などの超臨界ガスを大量に溶解させ、次いで、金型内に原
料樹脂を注入することにより急激に減圧させることによって、多数の微細な気泡を発生さ
せる成形方法である。
【００８６】
　すなわち、微細射出発泡成形は、前述した微細発泡成形体を射出成形のプロセスの中で
実現する方法である。超臨界流体発生装置は、発泡剤であるガスを加圧して超臨界流体（
超臨界ガス）とするとともに、一定の流量で送り出す。送り出された流体は、成形機のシ
リンダー内圧力に応じた圧力に調整され、決められた時間だけ成形機に注入される。専用
に設計されたシリンダーとスクリューは、超臨界流体を細かい液滴として溶融樹脂内に分
散させ、その後の混合でガスが溶解した単一相溶解物を形成する。
【００８７】
　射出された単一相溶解物（成形用原料樹脂）は成形機のノズル、あるいは金型のバルブ
ゲートを通過する際、急激な圧力低下によって、多数の気泡が発生・成長する。気泡は金
型内の樹脂圧力が高まると成長を止め、あるいは樹脂が冷却固化することで、成長を止め
る。
【００８８】
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　＜超臨界ガス＞
　超臨界ガスとは、気体の流動性と液体の溶解性を併せ持つ物質の状態であり、気体の拡
散性と液体の溶解性を持ち溶融樹脂内へ高溶解と高分散が可能となる。金型中に溶融樹脂
を射出すると樹脂は急激に減圧され溶融樹脂内に溶解されたガスは、過飽和状態となり結
晶核を起点として急激に気泡となる。
【００８９】
　本発明においては、超臨界ガスとは、具体的には、二酸化炭素及び窒素等が挙げられる
。本発明においては窒素が、より微細な発泡セルを形成できることから好ましい。
【００９０】
　この超臨界ガスは、射出成形機のシリンダー内へ、インジェクターから圧力をかけて注
入される。
【００９１】
　＜成形条件＞
　微細発泡成形体の製造方法としては、超臨界ガスを成形材料である樹脂組成物に浸透さ
せる工程（相溶させる工程）と、ガスが浸透した成形材料を脱ガスさせる工程を有する方
法であればよく、特に制限されず、例えば米国特許第４４７３６６５号明細書、米国特許
第５１５８９８６号明細書などに記載されている方法を用いることができるが、以下に示
す方法により、所望の微細発泡成形体を効率よく製造することができる。
【００９２】
　好適な製造方法においては、まず、樹脂組成物に超臨界ガスを浸透させる。この際用い
るガスとしては、当該樹脂組成物に溶け込むことができ、かつ不活性であればよく、特に
制限はないが、安全性、コストなどの面から、二酸化炭素又は窒素が好ましく、さらに好
ましくは窒素である。又は二酸化炭素及び窒素を併用してもよい。この臨界状ガスは、当
該樹脂組成物１００質量部に対して、０．１～２０質量部、好ましくは０．２～１０質量
部の範囲で浸透させ、相溶させる。超臨界状ガスの量が０．１質量部未満では均質な発泡
セルが形成されず、発泡倍率も余り高くならない。また２０質量部を超えると微細発泡成
形体表面の外観不良が生じ、美麗な表面外観が得られにくい上、粗大な発泡セルが生成す
る原因となる。
【００９３】
　本発明において、超臨界ガスは、成形機シリンダー内で、計量工程（可塑化・計量工程
ともいう。）中において、溶融状態の樹脂組成物に浸透させるのが好ましく、その方法と
しては、例えば気体状態の不活性ガスを直接あるいは加圧又は減圧した状態で注入する方
法、液体状態の不活性ガスをプランジャーポンプ等で注入する方法等が挙げられる。
【００９４】
　ここで、計量工程とは、射出成形において、シリンダー内のスクリューを回転させ、次
の成形ショットに必要な成形用樹脂を計量する工程である。超臨界ガスを樹脂組成物に浸
透させる場合のガス圧は、浸透させるガスの臨界圧以上に、少なくとも金型内への導入工
程が終了するまで維持することを必須とし、より浸透速度を向上させるためには、好まし
くは１５ＭＰａ以上、特に好ましくは２０ＭＰａ以上である。
【００９５】
　次に、このようにして超臨界ガスを含浸させた樹脂組成物を、金型内に射出充填し発泡
させる。すなわち、シリンダーから金型内へ溶融された樹脂を射出充填することで、樹脂
は減圧され樹脂中に過飽和状態で溶解されていたガスが発泡して微細発泡セルを形成する
。超臨界ガスを含浸させた樹脂組成物を金型に射出充填し終わる前に、超臨界状態を保て
ないと、発泡しにくくなる上、シルバーストリーク発生などの原因となる。
【００９６】
　超臨界ガスを含浸させた樹脂組成物を金型内に充填した後、金型内の前記樹脂組成物の
少なくとも一部が溶融状態にある間に、金型内の圧力を急激に下げることで、多数の発泡
核が生成し、それを中心に発泡セルが成長して均一な発泡セルをもつ高転写、高光沢の微
細発泡成形体が得られる。前記金型内の圧力を急激に下げる方法としては、（１）金型の
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型締め圧を緩める、（２）超臨界状ガスを含浸させた成形材料を充填する前の金型内に、
１～２０ＭＰａ程度の不活性ガスを充満しておき、該成形材料を導入直後に、不活性ガス
を抜く、（３）金型温度を急速に下げる、（４）金型内の樹脂材料が、金型に接する表層
がスキン層を形成し、内部が溶融状態にある間に、金型の一部又は全部を後退させる、な
どの操作を挙げることができる。
【００９７】
　これらの中で、（４）の操作を行うことが特に好ましい。この（４）の操作において、
前記のタイミングで金型を後退（コアバック）することで、平均発泡セル径が多少大きく
なる傾向があるものの、発泡セル径の分布が小さくなり、特に、ゲート付近と成形体末端
部の発泡セル径のバラツキが小さくなる。金型を後退させる割合は、必要とする発泡倍率
に応じて選定すればよい。該発泡倍率は、通常１．１～３倍程度である。金型を後退させ
る機構としては、公知の射出成形、射出圧縮成形の金型ユニットを用いることができる。
ここで、コアバックとは、キャビティ容積が可変である金型を用いるもので、発泡性溶融
樹脂を充填する際には、キャビティ容積を小さくしておき、充填後にキャビティ容積を拡
大することで積極的に気泡の発生、拡大を促進させる方法である。
【００９８】
　＜発泡セル＞
　本発明においては、上述のように、溶融した樹脂組成物を金型内に射出充填し、樹脂が
減圧されることによって、樹脂中に溶解されていたガスが発泡して微細な発泡セルを形成
する。このとき、島相を形成する樹脂（Ｂ）が、発泡の起点となる。そのため、微細発泡
セルの粒径を微細、かつ均一なものとするためには、発泡の起点となる島相を形成する樹
脂（Ｂ）が射出成形機内で溶融・混練したときに、個数平均粒径１０μｍ以下の粒子状に
分散されていることが必要である。
【００９９】
　＜島相を形成する樹脂（Ｂ）の個数平均粒径の測定方法＞
　評価装置：走査型電子顕微鏡「ＪＳＭ－７４０１Ｆ」（日本電子（株）製）
　評価試料：（切片の厚さ１００～２００ｎｍ）
　加速電圧：３０ｋＶ
　倍率　　：５０００倍
　（島相の粒径の測定試料　作製法及び識別方法）
　〔島相の粒径の測定試料の作製法〕
　ダイヤモンド歯を備えたミクロトーム「ウルトラカットＥ」（（株）ファインテック製
）を用い、未発泡の成形体から厚さ１００～２００ｎｍの薄片状のサンプルを切り出す。
【０１００】
　〔識別方法〕
　下記の基準にて成形体内の樹脂成分を識別する。
【０１０１】
　・暗く観察される　：ポリエステル、ポリオレフィン、ポリアミド
　・明るく観察される：ポリカーボネート系樹脂
　（島相の個数平均粒径の測定）
　評価装置：画像処理解析装置「ＬＵＺＥＸ（登録商標）　ＡＰ」（（株）ニレコ製）
　〔測定方法〕
　上記透過型顕微鏡の画像から５０個の島相の粒径を測定する。
【０１０２】
　島相の個数平均粒径は水平方向フェレ径の平均値として算出する。ここで、水平方向フ
ェレ径とは、走査型電子顕微鏡画像を２値化処理したときの外接長方形のｘ軸に平行な辺
の長さをいう。
【０１０３】
　＜発泡セルの個数平均セル径の測定方法＞
　評価装置：レーザー顕微鏡「ＶＫ９５１０」（（株）キーエンス製）
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　評価試料：発泡成形体
　倍率　　：２００倍
　〔セル径の測定試料の作製法〕
　ＪＩＳ　Ｋ７１１０（１９９９）のノッチ付き試験片形状の発泡成形体を液体窒素で冷
却する。冷却した未発泡成形体を万能衝撃試験機（（株）安田精機製作所製）にセットし
ハンマーで破壊する。得られた破片を断面観察用のサンプルとする。
【０１０４】
　（発泡セルの個数平均セル径の測定）
　評価装置：画像処理解析装置「ＬＵＺＥＸ（登録商標）　ＡＰ」（（株）ニレコ製）
　〔測定方法〕
　上記レーザー顕微鏡の２００倍画像から５０個のセル径を測定する。
【０１０５】
　発泡セルのセル径は水平方向フェレ径の平均値として算出する。ここで、水平方向フェ
レ径とは、レーザー顕微鏡画像を２値化処理したときの外接長方形のｘ軸に平行な辺の長
さをいう。
【０１０６】
　＜本発明の微細発泡成形体の用途＞
　本発明のポリエステル樹脂組成物は、射出成形により、所望の形状に成形でき、特に自
動車部品、電子・電気部品、事務用オフィス機器などに好適に使用することができる。
【０１０７】
　自動車部品の例としては、オルタネーターターミナル、オルタネーターコネクタ、ＩＣ
レギュレーター、ライトディヤー用ポテンシオメーターベース、エアーインテークノズル
スノーケル、インテークマニホールド、エアフローメーター、エアポンプ、燃料ポンプ、
エンジン冷却水ジョイント、サーモスタットハウジング、キャブレターメインボディー、
キャブレタースペーサー、エンジンマウント、イグニッションホビン、イグニッションケ
ース、クラッチボビン、センサーハウジング、アイドルスピードコントロールバルブ、バ
キュームスイッチングバルブ、ＥＣＵハウジング、バキュームポンプケース、インヒビタ
ースイッチ、回転センサー、加速度センサー、ディストリビューターキャップ、コイルベ
ース、ＡＢＳ用アクチュエーターケース、ラジエータタンクのトップ及びボトム、クーリ
ングファン、ファンシュラウド、エンジンカバー、シリンダーヘッドカバー、オイルキャ
ップ、オイルパン、オイルフィルター、フューエルキャップ、フューエルストレーナー、
ディストリビューターキャップ、ベーパーキャニスターハウジング、エアクリーナーハウ
ジング、タイミングベルトカバー、ブレーキブ－スター部品、各種ケース、燃料関係・排
気系・吸気系等の各種チューブ、各種タンク、燃料関係・排気系・吸気系等の各種ホース
、各種クリップ、排気ガスバルブ等の各種バルブ、各種パイプ、排気ガスセンサー、冷却
水センサー、油温センサー、ブレーキパットウェアーセンサー、ブレーキパッド摩耗セン
サー、スロットルポジションセンサー、クランクシャフトポジションセンサー、エアコン
用サーモスタットベース、エアコンパネルスイッチ基板、暖房温風フローコントロールバ
ルブ、ラジエータモーター用ブラッシュホルダー、ウォーターポンプインペラー、タービ
ンベイン、ワイパーモーター関係部品、ステップモーターローター、ブレーキピストン、
ソレノイドボビン、エンジンオイルフィルター、点火装置ケース、トルクコントロールレ
バー、スタータースイッチ、スターターリレー、安全ベルト部品、ドアロックハウジング
、ドアロックプロテクター等のドアロック部品、レジスターブレード、ウオッシャーレバ
ー、ウインドレギュレーターハンドル、ウインドレギュレーターハンドルのノブ、パッシ
ングライトレバー、デュストリビューター、サンバイザーブラケット、各種モーターハウ
ジング、ルーフレール、フェンダー、ガーニッシュ、バンパー、ドアミラーステー、ホー
ンターミナル、ウィンドウォッシャーノズル、スポイラー、フードルーバー、ホイールカ
バー、ホイールキャップ、グリルエプロンカバーフレーム、ランプリフレクター、ランプ
ソケット、ランプハウジング、ランプベゼル、ドアハンドル、ワイヤーハーネスコネクタ
、ＳＭＪコネクタ、ＰＣＢコネクタ、ドアグロメットコネクタ、ヒューズ用コネクタなど
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の各種コネクタなどが挙げられる。
【０１０８】
　また、電子・電気部品の例としては、コネクタ、コイル、各種センサー、ＬＥＤランプ
、ソケット、抵抗器、リレーケース、小型スイッチ、コイルボビン、コンデンサー、バリ
コンケース、光ピックアップ、発振子、各種端子板、変成器、プラグ、プリント基板、チ
ューナー、スピーカー、マイクロフォン、ヘッドフォン、小型モーター、磁気ヘッドベー
ス、パワーモジュール、半導体、液晶、ＦＤＤキャリッジ、ＦＤＤシャーシ、モーターブ
ラッシュホルダー、パラボラアンテナ、コンピューター関連部品、発電機、電動機、変圧
器、変流器、電圧調整器、整流器、インバーター、継電器、電力用接点、開閉器、遮断機
、ナイフスイッチ、他極ロッド、電気部品キャビネット、ＶＴＲ部品、テレビ部品、アイ
ロン、ヘアードライヤー、炊飯器部品、電子レンジ部品、音響部品、オーディオ・レーザ
ーディスク（登録商標）・コンパクトディスク・ＤＶＤ等の音声機器部品、照明部品、冷
蔵庫部品、エアコン部品、タイプライター部品、ワードプロセッサ部品、オフィスコンピ
ューター関連部品、電話器関連部品、携帯電話関連部品、ファクシミリ関連部品、複写機
関連部品、洗浄用治具、モーター部品、ライター、タイプライター関連部品、顕微鏡、双
眼鏡、カメラ、時計等の光学機器／精密機械関連部品などが挙げられる。
【０１０９】
　事務用オフィス機器としては、複写機、プリンターの外装部品、現像器部品、トナー容
器部品、給紙装置部品、画像形成ユニット部品等が挙げられる。
【実施例】
【０１１０】
　以下に実施例を挙げて本発明を具体的に説明するが、本発明はこれらに限定されるもの
ではない。
　以下の実施例及び比較例において使用した材料は以下のとおりである。
【０１１１】
　（１）ＰＣ１：ポリカーボネート「タフロンＡ－１９００」（出光興産（株）製）
　（２）ＰＣ２：ポリカーボネート「ユーピロンＨ－２０００」（三菱エンジニアリング
プラスチックス（株）製）
　（３）ポリエステル１：ポリエステル「ダイヤナイトＭＡ５２１Ｈ－Ｄ２５」（三菱レ
イヨン（株）製）
　（４）ポリエステル２：ポリエステル「トレコン４２１０Ｘ１０」（東レ（株）製）
　（５）ポリオレフィン：「プライムポリプロＪ７０４ＵＧ」（（株）プライムポリマー
製）
　（６）ポリアミド：「アミランＣＭ３００１」（東レ（株）製）
　（７）ＡＢＳ：ＡＢＳ樹脂「トヨラック７００－３１４」（東レ（株）製）
　（８）ＰＳ：ポリスチレン「トーヨースチロールＧＰＭＷ２Ｃ」（東洋スチレン（株）
製）
　（９）フィラー：タルク「ＭＩＣＲＯ　ＡＣＥ　Ｐ－６」（日本タルク（株）製）
【０１１２】
　＜樹脂組成物１の作製＞
　ポリカーボネート「タフロンＡ－１９００」（出光興産（株）製）１００質量部とポリ
エステル「ダイヤナイトＭＡ５２１　Ｈ－Ｄ２５」（三菱レイヨン（株）製）３０質量部
とをダブルコーンミキサーを用いて予備混合した混合物を二軸押出混練機「ＫＴＸ－３０
」（（株）神戸製鋼所製）にて溶融・混練した。溶融・混練条件は、シリンダー温度２６
０℃、スクリュー回転数２５０ｒｐｍで行った。
【０１１３】
　上記のようにして得られた溶融状態の樹脂組成物を冷却固化し、ペレタイザーを用いて
細断することで、射出成形で使用される樹脂材料として適したペレット状の樹脂組成物１
を得た。
【０１１４】
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　＜樹脂組成物２～１５の作製＞
　樹脂組成物１の作製において、海相を構成する樹脂（Ａ）、島相を構成する樹脂（Ｂ）
及び混練条件を表１に記載のようにした他は同様にして、樹脂組成物２～１５を作製した
。
【０１１５】
【表１】

【０１１６】
　＜未発泡成形体１の作製＞
　上記のようにして作製した樹脂組成物１を８０℃で４時間乾燥させた後、射出成形機「
Ｊ１４０ＡＤ－１１０Ｈ　Ｍｕｃｅｌｌ仕様」（（株）日本製鋼所製）を用い、ＪＩＳ　
Ｋ７１１０（１９９９）に準じた形状（長さ８０ｍｍ×幅１０ｍｍ×厚さ４ｍｍ）の衝撃
試験用、軽量化率測定用及び島相の個数平均粒径測定用の未発泡成形体１の試験片を得た
。成形条件は、シリンダー温度（成形温度）２６０℃、金型温度５０℃、射出成形速度３
０ｍｍ／ｓｅｃ、保圧８０ＭＰａとした。
【０１１７】
　＜未発泡成形体２～１５の作製＞
　樹脂組成物２～１５を用い、成形条件を表２に記載したようにした他は未発泡成形体１
と同様にして、未発泡成形体２～１５を作製し、後述する衝撃強度低下率、軽量化率及び
島相の個数平均粒径の評価に用いた。
【０１１８】
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【０１１９】
　上記のようにして作製した未発泡成形体１～１５について、海島状態を観察した。
　≪評価方法≫
　＜海島状態の観察＞
　樹脂組成物１～１５の射出成形機内で溶融・混練状態での島相の個数平均粒径の測定の
代用として、未発泡成形体１～１５をミクロトームでスライスし、走査型透過電子顕微鏡
「ＪＳＭ－７４０１Ｆ」（日本電子（株）製）を用いて前述のようにして島相の個数平均
粒径を測定した。結果を表３に示した。
【０１２０】
　（評価基準）
　◎：海島構造となっており、島相の個数平均粒径が５μｍ以下
　○：海島構造となっており、島相の個数平均粒径が５μｍより大きく、１０μｍ以下
　△：海島構造となっており、島相の個数平均粒径が１０μｍより大きい
　×：海島構造となっていない
【０１２１】



(23) JP 6233084 B2 2017.11.22

10

20

30

【表３】

【０１２２】
　＜微細発泡成形体１の作製＞
　未発泡成形体の作製と同じ成形条件、同じ金型を用いて、射出成形の計量工程中に超臨
界状態の窒素を成形機シリンダー内に樹脂質量に対して０．３質量％、注入圧力１７ＭＰ
ａ注入した。シリンダー温度２６０℃、金型温度５０℃、射出速度３０ｍｍ／ｓｅｃ、保
圧０ＭＰａで成形し、微細発泡成形体１を作製した。
【０１２３】
　＜微細発泡成形体２～１６の作製＞
　微細発泡射出成形体１の作製において、樹脂組成物、超臨界ガス及び成形条件を表４の
ようにした他は同様にして微細発泡成形体２～１６を作製した。
【０１２４】
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【表４】

【０１２５】
　上記のようにして作製した微細発泡成形体１～１６について以下のようにして評価した
。
　≪評価方法≫
　＜発泡状態の観察＞
　微細発泡成形体１～１６の発泡状態をレーザー顕微鏡「ＶＫ９５１０」（（株）キーエ
ンス製）を用いて前述のようにし発泡セルの個数平均セル径を測定した。
【０１２６】
　（評価基準）
　◎：発泡セルの個数平均セル径が５μｍ以下
　○：発泡セルの個数平均セル径が５μｍより大きく１０μｍ以下
　△：発泡セルの個数平均セル径が１０μｍより大きく２０μｍ以下
　×：発泡セルの個数平均セル径が２０μｍより大きい
　＜衝撃強度試験＞
　微細発泡成形体１～１６、それらに対応する樹脂組成物１～１５を用いて作製した未発
泡成形体１～１５について、ＪＩＳ　Ｋ７１１０（１９９９）に準じた形状の衝撃強度試
験を実施した。
【０１２７】
　（衝撃試験方法）
　評価装置　：万能衝撃試験機　（（株）安田精機製作所製）
　試験片形状：ＪＩＳ　Ｋ７１１０　ノッチ付き試験片
　試験方法　：アイゾット
　重り　　　：５．５Ｊ
　上記のようにして衝撃強度を測定し、以下の式（１）により、衝撃強度低下率を求めた
。
【０１２８】
　式（１）：
　［衝撃強度低下率］（％）＝｛（［未発泡成形体の衝撃強度］－［微細発泡成形体の衝
撃強度］）／［未発泡成形体の衝撃強度］｝×１００
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　（評価基準）
　◎：衝撃強度低下率　１０％以下
　○：衝撃強度低下率　１０％より大きく５０％以下
　△：衝撃強度低下率　５０％より大きく９０％以下
　×：衝撃強度低下率　９０％より大きい
　＜軽量化＞
　微細発泡成形体１～１６、それらに対応する樹脂組成物１～１５を用いて作製した未発
泡成形体１～１５について、成形体１ショットの質量を測定し、以下の式（２）により軽
量化率を求めた。
【０１２９】
　式（２）：
　［軽量化率］（％）＝｛（［未発泡成形体の１ショット質量］－［微細発泡成形体の１
ショット質量］）／［未発泡成形体の１ショット質量］｝×１００
　（評価基準）
　◎：軽量化率　１０％以上
　○：軽症化率　５％以上１０％未満
　△：軽量化率　３％以上５％未満
　×：軽量化率　３％未満
　以上の評価結果を表５に示した。
【０１３０】
【表５】

【０１３１】
　以上の結果から、本発明の微細発泡成形体１～９は、比較例の成形体１０～１６に比較
して、衝撃強度、軽量化率及び発泡状態において優れたものであった。これに対して比較
例の成形体は、いずれかの評価項目において劣るものであった。
【０１３２】
　すなわち、微細発泡成形体１０は、島相を形成する樹脂（Ｂ）を添加しなかったため、
海島構造を形成せず、発泡が十分でなく、衝撃強度も劣る結果であった。
【０１３３】
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　微細発泡成形体１１は、島相を形成する樹脂（Ｂ）として、ＡＢＳ樹脂を用いたため、
微細発泡セルの発生起点がなく、微細発泡セルが大きくなり、衝撃強度が劣る結果となっ
た。
【０１３４】
　微細発泡成形体１２は島相を形成する樹脂（Ｂ）として、ＰＳを添加したものであるが
、微細発泡セルの発生起点がなく、微細発泡セルが大きくなり、衝撃強度が劣る結果とな
った。
【０１３５】
　微細発泡成形体１３は、島相を形成する樹脂（Ｂ）であるポリエステルの添加量が少な
いため、発泡起点が少ないため微細発泡セルが大きくなり、衝撃強度が弱いものであった
。
【０１３６】
　微細発泡成形体１４は、島相を形成する樹脂（Ｂ）としてポリエステルの添加量が多い
ため、発泡起点が多く、微細発泡セルが互いに結合することによって大きな発泡セルが発
生してしまい、衝撃強度は劣るものであった。
【０１３７】
　微細発泡成形体１５は、島相を形成する樹脂（Ｂ）の代わりに、フィラーとしてタルク
を用いたものであるが、発泡状態は良好であるが、フィラーのために軽量化が十分でなか
った。
【０１３８】
　微細発泡成形体１６は、未発泡成形体の島相の個数平均粒径が１０μｍを超えたため微
細発泡セル径が大きい結果となった。
【符号の説明】
【０１３９】
　Ａ　海相を形成する樹脂（Ａ）
　Ｂ　島相を形成する樹脂（Ｂ）
　Ｃ　微細発泡セル



(27) JP 6233084 B2 2017.11.22

【図１】

【図２】
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